
令和５年度第２回 経営動向調査報告 

令和６年３月 

熊本県中小企業団体中央会 

 熊本県中小企業団体中央会では、新型コロナウイルスの感染拡大や令和２年７月豪雨、原

油・原材料の高騰などの影響により厳しい経営環境に置かれている中小企業・小規模事業者

の経営動向や必要な支援策等を的確に把握することを目的に調査を実施した。 

本経営動向調査については、今年度２回目となり、第１回に引き続き、４３組合の８５事

業所を対象とし、令和５年７月～１２月（下半期）の調査を実施した。 

また、４３組合についても別途調査を実施した。 

【組合員８５事業所対象】 

●主な調査項目 

１．前年同期（令和４年７月～１２月期）と比較した売上高、営業利益の状況 

２．調査時点（令和６年１月１日）における金融機関からの借入等 

３．来期（令和６年１月～６月期）の主要事業の見通し 

４．調査時点（令和６年１月１日）経営上の課題 

５．ＪＡＳＭ（ＴＳＭＣ）の影響 

６．調査時点（令和６年１月１日）における原材料費・仕入の状況 

７．ゼロゼロ融資の活用状況 

８．行政・中央会に求める支援施策 

≪調査結果の概要（組合員事業所対象）≫ 

１．前年同期より売上高が「増加した」と回答した事業者は全体の４４．７％、営業利

益については全体の３４．１％の事業者が「増加した」と回答した。 

２．借入金が「ある」と回答した事業者は全体の６８．２％であったが、その内の７７．

６％の事業者が、借入金が前年同期より「減少した」と回答した。 

３．全体の３０．６％の事業者が「強化拡大」と回答した。 

４．経営上の課題は「人材不足」（全体の４８．２％）、「原材料・仕入の高騰」（全体の

４７．０％）、「人件費の増大」（全体の４１．１％）に回答が集中した。 

５．全体の５７．６％の事業者が「影響はない」と回答し、「好影響」と「悪影響（人

材不足・人件費の高騰など人材確保難を懸念）」は同数の全体の２１．２％と夫々が

占めた。 

６．全体の７２．９％の事業者が前年同時期と比較すると原材料費、仕入が「１０％以

上～３０％未満の増加となった」と回答した。 

７．「活用有」は全体の４０．０％の事業者であった。（「活用有（返済中）」は３５．３％） 

８．「設備投資に対する補助・助成制度（６７．０％）」、「雇用・労働力の確保への支援

（５８．８％）」の順となった。 



【４３組合対象】 

●主な調査項目 

（１）組合運営上の課題 

（２）組合が想定する組合員が抱える課題 

（３）行政・中央会に求める支援施策 

 

≪調査結果の概要（組合対象）≫ 

（１）「組合員数の減少」が最も多く全体の５３．４％が回答した。続いて「共同事業

の活性化」（全体の３４．８％）の順となった。 

（２）「人手不足（量の問題）」（全体の６５．１％）、「人手不足（質の問題）」（全体の

５５．８％）、「物価・原材料の高騰」（全体の４８．８％）の順となった。 

（３）「組合は又は組合員の設備投資に対する補助・助成制度」（全体の６２．７％）、

「雇用・労働力の確保への支援」（全体の６０．４％）の順となった。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



調査内容及び方法について（組合員事業所調査） 
①調査対象：調査委員（４３名）が所属する組合員企業８５事業所 

②調査対象期間：令和５年７月～１２月 

③調査期間：令和６年２月１４日～２９日 

④調査方法：郵送による回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．前年同期（令和４年７月～１２月）との売上高・営業利益の比較について 
令和４年７月～１２月との売上高と比較したところ、回答者全体の約４５％の事業者が

増加した一方で、減少した事業者は約２７％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計８５事業者 



■増加した要因と減少した要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増加したと回答した３８事業者の内、２４事業者が「受注や顧客の増加・新規販路開拓」

が増加した要因であると回答した。一方、減少したと回答した２３事業者の内、２０事業者

が「販売不振・受注の減少」が減少した要因であると回答した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 令和４年７月～１２月との営業利益と比較したところ、回答者全体の約３２％の事業者

が減少したとした一方で、増加した及び変わらないと回答した事業者は同数で共に全体の

約３４％となっている。 

２．金融機関からの借入金について 

 金融機関からの借入金については、回答事業者８５社のうち、約６８％にあたる５８社が

「ある」と回答。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『借入金がある』と回答した５８者の内、全体の約７７％の事業者にあたる４５社が前年

同期と比較し、『借入金が減少した』と回答した。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『借入金がある』と回答した５８者の内、全体の約９０％の事業者にあたる５２社が今後

の返済について問題ないと回答した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同様に、借入金があると回答した５８事業者の内、全体の約８１％にあたる４７者が前年

同期と比較し、金融機関の融資姿勢は変わらないと回答した。 

 



３．主要事業の見通しについて 

 現状維持（約６２％）、強化拡大（約３１％）、縮小（約６％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．令和６年１月時点での経営課題について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「人手の不足」と「原材料・仕入の高騰」の回答が群を抜いて多く、前者は４１事業者、

後者は４０事業者が回答した。次いで、「人件費の高騰」と３５事業者が回答した。 

５．菊陽町に進出したＪＡＳＭの影響について 

 影響はないとした回答が全体の約５８％を占めた一方で、好影響或いは悪影響と回答し

たのは全く同数の１８者（約２１％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．令和６年１月時点の原材料費・仕入の状況について 

全回答事業者の約７３％にあたる６２社が前年同時期と比較すると原材料費・仕入れに

係る経費が「１０％以上～３０％未満の増加」と回答した。 

 また、全回答事業者の約５％にあたる４社は「３０％以上の増加」と回答した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７．ｺﾛﾅ禍における実質無利子・無担保融資（ｾﾞﾛｾﾞﾛ融資）活用状況について 

ゼロゼロ融資の活用は全体の４０．０％の３４者であった。そのうち、３０者（全体の約

３５％）は返済中と回答した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．行政、中央会に求められる支援策について 

「設備投資に対する補助・助成制度」と「雇用・労働力の確保支援」とする回答が群を抜

いて多く、前者は５７者、後者は５０者が回答した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



調査内容及び方法について（組合調査） 

１．調査対象：調査委員（４３名）が所属する４３組合 

２．調査期間：令和６年２月１４日～２９日 

３．調査方法：郵送による回答 

 

（１）現在の組合運営上の課題について 

 ４３組合のうち、２３組合が組合員数の減少と回答した。 

 次いで、共同事業の活性化（１５組合）、共同資産の老朽化（１３組合）及び物価・原材

料の高騰（１３組合）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）組合から見た、組合員が抱える課題について 

最も多かったのは人手不足（量の問題）であり、４３組合中２８組合が回答した。 

次いで人手不足（質の問題）が多く２４組合が回答し、物価・原材料の高騰（２１組合）、

事業承継・後継者育成（１９組合）と続いた。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）行政、中央会に求められる支援策について 

組合又は組合員の設備投資に対する補助・助成制度と雇用・労働力の確保支援とする回答

が群を抜いて多く、前者は２７組合、後者は２６組合が回答した。 

 

 

 

 

 

合計４３組合 

合計４３組合 


